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当社第2四半期決算のポイントは、記載の3点。 
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当期純利益は通期見通しに対して54%の進捗。 

セグメント別の期初の通期見通しに対する進捗率は、記載の通
り。 

市況やそれぞれの事業の状況を踏まえ、セグメント別の通期見
通しについては、自動車、エネルギー、石炭・金属の3つの本部
で修正。 

航空産業・情報については進捗率としては低いが、下期に収益
貢献を見込み、見通しを変更せず。 
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通期見通しの修正を行ったセグメントは、エネルギー、自動車、
石炭・金属の3つ。 

自動車は、海外自動車卸売事業を中心に各主要事業が好調
に推移していることから＋10億円の上方修正。 

＋40億円の上方修正を行った石炭・金属は、石炭等の資源価
格上昇による影響を織込んだ。 

エネルギーは石油ガス権益関連の一過性損失計上の影響など
があり、▲50億円の下方修正を行った。 

このように、個々のセグメントではそれぞれの事業環境変化の
影響を受けたプラス、マイナスがあるが、全体としては期初に
計画した当期純利益500億円を確実に達成していく。 
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中計最終年度の今期、1,500億円の投融資計画。 

第2四半期までに900億円の投融資を実行し、投融資計画は順
調に進捗。 

期初に申し上げたセグメント別の取組み方針と、その実績例に
ついて、いくつかご説明する。 

自動車については、既存事業の幅出しのため、北米部品品質
検査事業を買収し、将来の成長に向けた新規分野に進出。 

航空産業・情報では、以前より取り組んできたパーツアウトや、
ビジネスジェット事業の拡大展開に加え、空港運営事業への参
画を発表。また、パラオ国際空港の20年間の事業権譲渡契約
を締結。 
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環境・産業インフラでは、当社として米国市場で初めての大規
模発電事業となるガス火力発電事業への参画や、発電容量
71MWの、当社国内太陽光発電事業として最大規模太陽光発
電所の商業運転開始等、この半年で多くの案件を発表。 

化学では、前期末に買収した欧州化学品商社が、この第1四半

期からしっかり収益貢献を開始している。この買収により欧州
にも販路を確保。当社グループの主力事業であるメタノール、
機能化学品のトレードをグローバルに拡大していく。 

リテール・生活産業ではASEANリテール事業への取組みは比

較的長期目線となるが、取組み方針は変わりなく、継続して着
実に行っている。 
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これまで、この中期経営計画期間に実行する新規案件からの収
益貢献は、今期50億円程度となると申し上げてきた。 

これらは計画通りに進捗している状況。 

また、エネルギー関連では、上流権益から中・下流領域への入替
への取組みが着実に進展。 

来期からは、新中期経営計画がスタート。 

変化の著しい経営環境にはあるが、外部環境の変化をしっかりと
見極めつつ、スピード感をもって、双日の成長を加速させていく。 
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最後に、当社の配当についてご説明する。 

配当方針は記載の通りで、現中計期間においては配当性向25%
程度を基本としている。 

配当方針と今期業績見通しに基づき、当期の1株当たり年間配当
額を10円とする考えに変更はなく、中間配当は5円とすることを決
議。 

引き続き、内部留保の拡充と有効活用により、優良資産を積み上
げ、収益力を強化し、企業価値を向上させ、ステークホルダーの
皆さまのご期待に応えていく。 
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